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序章 環境トピックス 
 

道では、「北海道環境基本条例」に基づき、よりよい環境を未来に引き継ぐための基本的な計画

として、平成10年（1998年）に「北海道環境基本計画[第１次計画]」を策定し、その後、関連施

策の見直しなどを行い、平成20年（2008年）に第２次計画、令和３年（2021年）に第３次計画

を策定しました。 

これらの計画の下で各種施策を講じてきたことにより、大気環境や公共用水域等の水環境は概ね

良好な状態が保たれ、知床世界自然遺産などすぐれた自然環境が多く残されているなど、目標達成

に向けた取組が順調に推移している分野がある一方、「気候変動問題」、「生物多様性の損失」な

どの地球規模の環境問題が顕在化されてきています。 

本章では、これらの課題解決に向けた北海道の取組や、環境保全に関する時事的な話題として「日

高山脈襟裳十勝国立公園の指定」について紹介します。 

 

 

 
１ 環境教育の推進 

 

  

○ 北海道環境教育等行動計画（第２次計画）の策定について 

「気候変動問題」、「生物多様性の損失」などといった地球規模の環境問題や全国を上回る急激な人

口減少など、道が抱える特有の社会問題の解決に向けて、地球環境を守り、持続可能な社会を構築で

きる人材を育成していくことが必要となっています。このため道では、平成26年（2014年）３月に

策定した「北海道環境教育等行動計画」が計画期間の概ね10年を経過し、また、環境教育等促進法に

基づく国の基本方針が令和６年（2024年）５月に改定された状況なども踏まえ、令和６年度（2024

年度）に必要な見直しを行い、令和７年（2025年）３月に第２次計画を策定しました。 

第２次計画では、計画の目指す方向を「道民一人ひとりが参加し、「個人」、「学校」、「事業者」な

どの各主体と協働しながら、北海道の自然環境を守り、持続可能な社会への変革を進めるため、環

境保全意識を持ち主体的に行動できる人づくりすすめる」とし、各種施策を推進することとしてい 

ます。取組の推進に当たっては、特に、

各主体が適切に役割分担し、対等な立

場で相互に連携・協働して取り組むこ

ととし、各主体をつなぐ「コーディネ

ーター」の育成や活躍の機会の創出に

努めることとしています。   

主体をつなぐ・世代をつなぐ・場をつなぐ
地域をつなぐ・施策をつなぐ・国をつなぐ
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■各主体の連携・協働の概念図 
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○ 環境教育や環境保全活動推進のための具体的な取組 

（１）人材の育成・効果的な活用 

道では、環境教育や環境保全活動等の推進において重

要な役割を担う指導者、教職員等の教育実践者の育成や

資質の向上を図るため、様々な事業を推進しています。 

例えば、教職員等を対象とした「プログラム実践講座」

では、学校及び地域における環境教育、環境保全活動の

担い手を育成するため、現場で活用できる「知識の習得」

と「体験」を重視した講座を開設することで、レベルの

底上げを図りつつ、参加者同士のネットワークを構築し

ています。令和６年（2024年）10月には、創成川公園

（札幌市中央区）で開催し、身近な都市環境資源を活用し

た環境教育プログラムを体験していただきました。 

また、人材の効果的な活用のため、道内の各地域に環境分野の専門家を派遣する「北海道地域環

境学習講座（eco-アカデミア）」を実施するとともに、地球温暖化防止に関する地域住民や団体の

学習会等に「北海道地球温暖化防止活動推進員」を派遣しています。 

 

（２）多様な主体による協働取組の推進 

環境保全活動や環境教育の取組を効果的に推進する

ためには、個人、学校、事業者、地域団体・市民活動団

体、行政等の各主体が適切に役割を分担し、対等な立場

で相互に連携・協働して取り組むことが重要です。 

道では、道内外の企業からの協賛金（本書98ページを

参照）を活用して、公益財団法人北海道環境財団、北海

道教育委員会等と協働し、小学校の「総合的な学習（探

究）の時間」において、「学び」、「深め」、「共有す

る」の３ステップによりSDGsの視点を活用した環境教

育を行う「フロンティアキッズ育成事業」を推進してい 

ます。令和６年度（2024年度）は、全道６校の小学校５、６年生を対象に実施し、「自分たちの

住む地域をどのように持続可能にしていくか」をテーマに授業を行いました。 

 

（３）情報の提供 

道や北海道環境財団のホームページ、ＳＮＳ等を活用し、環

境関連イベントや環境保全活動等の開催情報を発信していま

す。Instagram「北海道環境メッセージ」では、北海道の環境

関連イベントや、環境に関する道の施策など、環境に関する

様々な情報を提供しています。（是非、フォローをお願いしま

す。） 

 

 

 

■プログラム実践講座開催の様子 

 

■フロンティアキッズ育成事業（授業の様子） 

 

■北海道環境メッセージ 
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２ 日高山脈襟裳十勝国立公園の指定 

 

  

令和６年（2024年）６月25日に道内では７か所目となる新たな国立公園として「日高山脈襟裳

十勝国立公園」が指定されました。 

日高山脈襟裳十勝国立公園は、245,668ヘクタール（東京ドーム約52,500個分）と国内最大の

陸域面積を有し、南北約140㎞の日高山脈やホルン（尖峰）等の典型的な氷河地形など特徴的な地

形があり、地表で連続した地質断面を見ることができます。 

本地域には、原生的な冷温帯林、高山帯植生、砂丘、及び海浜植物群落、ならびに湿地・湧水地

に代表される多様な生態系が連続的に分布しており、エゾナキウサギ、シマフクロウ、ゼニガタア

ザラシなど希少な野生生物の重要な生息地となっているほか、日高山脈特有の氷河遺存種や固有植

物群が生息するなど、生物地理学的にも高い評価を有しています。 

 

本公園を未来に引き継ぎ、より良い姿にしてい

くためには、目指す将来像を明確にし、その実現

に向けて関係者が連携して取組を推進していく必

要があります。このため、令和６年（2024年）

８月に、国、北海道、登山関係団体、自然保護団

体などの関係者を構成員とする「日高山脈襟裳十

勝国立公園協議会」が設置され、令和７年（2025

年）８月には、保全と利用の目標を示した公園ビ

ジョンが策定されました。 

また、道では、地域の魅力向上と活性化につな 

げるため、「機運醸成」「プロモーション」「受入環境の整備と保護」の３つの柱で重点的に取組を実

施しており、令和７年度（2025年度）は、日高・十勝両振興局による１周年記念シンポジウムの

開催やガイドマップの作成のほか、日高振興局では、小学生向け環境教育事業の実施、アポイ岳登

山口のキャンプ場や日勝峠園地の散策路の整備、また、十勝総合振興局では、養護学校の生徒が制

作した日高山脈に生息する動物のパネル作品の展示や国立公園区域入口への案内看板の設置など、

利活用と保護の取組を推進していきます。 

 

 

 

 

  

■日高山脈襟裳十勝国立公園 

 

■日高山脈襟裳十勝国立公園指定１周年記念シンポジウム 

 



   
 

 

- 4 - 

 

 
３ ＧＸ関連産業の集積 

 

  

○ Team Sapporo-Hokkaidoについて 

 北海道が持つ国内随一の再生可能エネルギーのポテンシャルを最大限に活用し、GX産業集積と

それを支える金融機能の強化・集積を両輪で進め、その相乗効果により、日本の再エネ供給拠点、

そして、世界中からGXに関する資金・人材・情報が集積するアジア・世界の金融センターを実現す

ることを目的として、令和５年（2023年）６月に産学官金21機関からなるコンソーシアム「Team 

Sapporo-Hokkaido」を設立しました。 

 令和６年度（2024年度）は、セミナー・シンポジウムの開催及びイベントへのブース出展を行

うなど、国内随一の再エネポテンシャルを有する本道の優位性と、都市と自然が調和した世界を魅

了する札幌の街の魅力を広く発信したほか、GX産業の集積と金融機能の強化・集積に向けた各種検

討を行いました。 

 今後も、Team Sapporo-Hokkaidoを構成する各機関と連携し、北海道のGX推進に関する取組

を進めていきます。               

   

 

 

 

 

 

○ ＧＸ金融・資産運用特区について      

 令和６年（2024年）３月に、道と札幌市が共同で

「北海道・札幌『ＧＸ金融・資産運用特区』」を国に提

案し、６月、全国４箇所の金融・資産運用特区の１つ

として、北海道・札幌市が決定され、併せて、北海道

全域が国家戦略特別区域に指定され、道内各地に賦存

する多様な再生可能エネルギーのポテンシャルを活

かし、再エネが豊富な地域へのＧＸ関連産業の集積と、

それに資する札幌市域での金融機能の強化・集積に対

する期待が高まっています。 

 ＧＸ関連産業は、洋上風力発電など再エネを活用した発電施設の建設やメンテナンス、省エネ機

器の製造・販売のほか、水素・アンモニア、CCUSによる合成燃料等の次世代エネルギー、さらに

は、そうした再エネ等を活用する次世代半導体やAIデータセンターなど、産業としての裾野が広く、

道内企業が参入できる分野が多数あり、再エネなどの開発・導入と、道内企業の参入などによる関

連産業の集積と振興を一体的に推進し、地域経済の活性化と持続可能な地域づくりを進めていくこ

とが重要です。 

本道が再エネの供給と利活用拠点となることを目指し、特区による規制緩和やＧＸ推進税制のほ

か、企業立地補助金などの関連施策も最大限活用し、全道域でのＧＸに関連する企業立地の促進と

道内企業の取引拡大への支援に取り組んでいきます。 

■Team Sapporo-Hokkaidoの構成機関 

 

■本道の再生可能エネルギーのポテンシャル 

 


